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◉基金現在高 　
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。

　◉ 一般会計歳出

問財政課
☎50-3033

◉市債現在高

区　　分 現在高

◆一般会計基金
財政調整基金 10億 8,000
減債基金 3億 1,390
公共施設等整備基金 1億 800
地域福祉基金 7億 2,194
ふるさとまちづくり基金 3億 605
下水道基金 4億 2,570
健康福祉協会基金 8,815
滝川文化振興基金 1億 959
ふるさと・水と土保全対
策基金 2,098

淡路人形会館建設基金 6,530
淡路人形浄瑠璃館基金 1億 9,546
淡路鳴門岬公園開発基金 4億 9,946

土地開発基金
現金 4億 2,053
土地 7億 415

慶野松原松林保全基金 275
◆特別会計基金
国民健康保険特別会計財
政調整基金 1億 5,600

介護保険特別会計財政調
整基金 7,312

広田財産区財政調整基金 270
福良財産区財政調整基金 1億 2,050
北阿万財産区財政調整基金 3,236
沼島財産区財政調整基金 295
◆企業会計積立金
水道事業積立金 13億 4,152
国民宿舎事業積立金 3億 202

合　　計 70 億 9,313

区　　分 現在高
◆一般会計 435 億 8,907
◆特別会計
国民健康保険特別会計
直営診療所勘定

1,172

公共下水道事業特別会計 174億 8,826
農業集落排水事業特別会計 55億 7,212
漁業集落排水事業特別会計 12億 7,413
土地開発事業特別会計
企業団地開発事業勘定

15億 4,241

土地開発事業特別会計
住宅団地開発事業勘定

2億 715

産業廃棄物最終処分事
業特別会計

3億 2,288

◆企業会計
水道事業会計 69億 2,849
国民宿舎事業会計 1億 2,169

合　　計 770 億 5,792

（単位：万円）

（単位：万円）

◉ 平成18年度特別会計予算執行状況
　区　　　分 予算現額

（歳入・歳出） 収入済額 収入率 支出済額 支出率

国民健康保険特別会計 61億 1,517 19 億 3,220 31.6 27 億 3,016 44.6

　（保険事業勘定） 59億 7,954 18 億 9,532 31.7 26 億 7,170 44.7

　（直営診療所勘定） 1億 3,563 3,689 27.2 5,874 43.1

老人保健特別会計 61億 7,851 25 億 599 40.6 30 億 75 48.6

介護保険特別会計 39億 5,563 15 億 5,934 39.4 16 億 4,182 41.5

　（保険事業勘定） 33億 4,302 13 億 1,900 39.5 13 億 8,747 41.5

　（サービス事業勘定） 6億 1,261 2 億 4,034 39.2 2 億 5,435 41.5

訪問看護事業特別会計 5,879 2,899 49.3 2,717 46.2

公共下水道事業特別会計 59億 9,456 6 億 742 10.1 13 億 8,879 23.2

農業集落排水事業特別会計 9億 58 7,069 7.8 3 億 6097 40.1

漁業集落排水事業特別会計 14億 1,394 1,171 0.8 2 億 4,521 17.3

ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾀｰﾐﾅﾙ事業特別会計 7,987 3,538 44.3 3,230 40.4

慶野松原海水浴場特別会計 1,012 757 74.8 733 72.4

土地開発事業特別会計 15億 9,475 2,122 1.3 265 0.2

　（企業団地開発事業勘定） 15億 5,236 287 0.2 69 0.0

　（住宅団地開発事業勘定） 4,239 1,835 43.3 196 4.6

産業廃棄物最終処分事業特別会計 1億 8,172 1 億 4,516 79.9 3,439 18.9

ケーブルテレビ事業特別会計 2億 2,702 1 億 8,515 81.6 7,912 34.8

合　　計 267億 1,067 71 億 1,080 26.6 95 億 5,065 35.8

水道事業会計 予算現額 執行額 執行率
収益的収入 20億 5,564 7 億 6,835 37.4
収益的支出 21億 3,893 6 億 8,989 32.3
資本的収入 7億 396 2,780 3.9
資本的支出 12億 5,876 5 億 576 40.2

国民宿舎事業会計 予算現額 執行額 執行率
収益的収入 4億 5,740 2 億 5,752 56.3
収益的支出 4億 5,568 1 億 9,985 43.9
資本的収入 1 0 0.0
資本的支出 5,806 2,814 48.5

農業共済事業会計 予算現額 執行額 執行率
収益的収入 5億 9,499 1 億 2,853 21.6
収益的支出 5億 9,499 1 億 4,470 24.3

◉ 公営企業の経理の概況 （単位：万円、％）
（単位：万円、％）

民　生　費

教　育　費

総　務　費

農林水産業費

衛　生　費

土　木　費

消　防　費

商　工　費

そ　の　他

公　債　費

50億4,256万円

48億7,854万円

44億7,813万円

37億1,469万円

34億6,826万円

21億6,780万円

17億8,807万円

  9 億 3,197万円

  6 億 1,157万円

  6 億 9,253万円

  277億7,410円

17億 812円 (33.9％)

11億 6,760万円 (23.9％)

17億 2,005万円 (38.4％)

5 億 2,062万円 (15.0％)

4 億 9,132万円 (27.5％)

5 億 9,935万円 (64.3％)

1 億 7,562万円 (28.7％)

1 億 4,552万円 (21.0％)

2 億 8,234万円 (13.0％)

17億 1,509万円 (46.2％)

歳出予算額 支出済額

これだけ使いました

85億 2,563 万円
             （30.7％）

その他内訳（予算）
議会費　2億7,466万円
諸支出金　2億1,912万円
災害復旧費　1億4,441万円
予備費　5,000万円
労働費　434万円

（　　）内数字は支出率予算額計

地方交付税

市　　　債

県 支 出 金

国庫支出金

繰　入　金

繰　越　金

使用料及び手数料

諸　収　入

地方譲与税

そ　の　他

その他内訳（予算）

市　　　税
75億円4,000万円

57億9,115万円

45億4,640万円

26億3,349万円

16億2,417万円

10億3,994万円

８億9,614万円

  8億 8,661万円

  7 億 4,000万円

  6 億 407万円

14億7,213万円

51億 1,681万円 (67.9％)

34億 6,451万円 (59.8％)

1 億 1,510万円 (2.5％)

4 億 337万円 (45.0％)

3 億 1,405万円 (19.3％)

0 円 (0.0％)

2 億 9,870万円 (40.4％)

1 億 2,816万円 (21.2％)

7 億 5,591万円 (51.3％)

11億 8,897万円 (114.3％)

3 億 6,082万円 (13.7％)

歳入予算額 収入済額

これだけ入りました

121億 4,640 万円
             (43.7％)

地方消費税交付金　5億1,000万円
分担金及び負担金　3億1,657万円
自動車取得税交付金　2億7,000万円
財産収入　2億1,418万円
地方特例交付金　9,000万円
利子割交付金　2,000万円
配当割交付金　1,500万円
株式等譲渡所得割交付金　1,300万円
寄附金　1,238万円
交通安全対策特別交付金　1,100万円

（　　）内数字は収入率  277億7,410万円
予算額計

　227億 7,410 万円の予算額に
対して 43.7％の 121億 4,640

万円が収入されました。地方交付税や市税が歳入に占める主なもの
です。それ以外では、国県補助金や市債など事業完了後の年度末に収
入されるものがほとんどのため、グラフのような割合になっています。

（
平
成
18
年
４
月
１
日
〜
９
月
30
日
）

　227 億 7,410 万円の予算額に対して
30.7％の 85 億 2,563 万円が支出され

ました。支出の主なものは、公債費（過去に借り入れた市債の元利償還金）
や教育費（小中学校及び社会教育に係る経費）、民生費（医療や福祉等に
係る経費）となっています。土木費などの建設事業に伴う支出は年度末
に集中するため、グラフのような支出状況になっています。

◉ 市税の状況
区　　　分 収入済額（万円） 収入率

市民の負担額（円、％）
１人当たり １世帯当たり

市民税 8億 3,189 45.7 15,472 45,779
　　（個　人） 6億 2,307 38.8 11,588 34,288
　　（法　人） 2億 881 97.6 3,884 11,491
固定資産税 23億 358 64.6 42,844 126,766
軽自動車税 1億 5,253 89.9 2,837 8,394
市たばこ税 1億 5,431 83.0 2,870 8,492
特別土地保有税 0 - 0 0
入湯税 2,217 100.0 413 1,220
合　　計 34億 6,451 60.1 64,436 190,651

※市民の負担額は、平成18年９月 30日現在の人口
　53,767人、18,042世帯で算出。収入済額項目
　の計と合計額は端数処理のため一致しません。

◉ 一般会計歳入

■基金の説明
　いざというときに自由に使える貯金にあたるのが財政調整基金ですが、現在はこの基金によって毎年度の予算の不足額を
補っている状況です。しかし、将来の不測の事態に備えるために、取崩し額を抑えて、ある程度の蓄えを持つ必要があります。
その他の基金については、それぞれの目的に従って積み立てや運用、取崩しを行っています。

■市債の説明
　道路整備や施設整備などは多額の事業費を要しますが、市債により長期返済をすることで、特定の年度
の財政を圧迫するのを避けると同時に、将来にわたり道路や施設を利用する後世代との税負担の公平性を
図っています。
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